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(証券コード6267) 
平成30年10月４日 

株 主 各 位 
 

愛知県北名古屋市宇福寺神明65番地 

代表取締役社長 牧 野 研 二 
 

第57期定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。 
 さて、当社第57期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご通知申しあげます。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますので、お手数
ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対する
賛否をご表示いただき、平成30年10月24日（水曜日）午後５時30分までに到着するようご返
送くださいますようお願い申しあげます。 

敬 具 
 

記 
 

１．日   時 平成30年10月25日（木曜日） 午前10時 
２．場   所 愛知県北名古屋市宇福寺神明105番地 

当本社南館３階会議室 
(末尾の「株主総会会場のご案内」の略図をご参照ください｡)  ３．目 的 事 項    

 報 告 事 項  １．第57期（平成29年８月１日から平成30年７月31日まで）事業報告の
内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人及び監査等委員会の連結
計算書類監査結果報告の件 

   ２．第57期（平成29年８月１日から平成30年７月31日まで）計算書類の
内容報告の件   決 議 事 項  

 第１号議案 剰余金の処分の件 
 第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く｡）５名選任の件 
 第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件 
 第４号議案 会計監査人選任の件 

以 上   
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
◎ 当日ご出席の際には、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま
すようお願い申しあげます。 
◎ 本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の連結注記表、計算書類の個別
注記表につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当社
ウェブサイト（アドレスhttp://www.general-packer.co.jp/）に掲載しておりますので、本
招集通知の添付書類には記載しておりません。なお、会計監査人及び監査等委員会が監査した
連結計算書類及び計算書類は、本招集ご通知に記載の各書類のほか、連結計算書類の連結注記
表及び計算書類の個別注記表となります。 
◎ 株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、イ
ンターネット上の当社ウェブサイト（アドレス http://www.general-packer.co.jp/）に掲
載させていただきます。 
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（添付書類） 
第57期 事 業 報 告  
（平成29年８月１日から 
平成30年７月31日まで ） 

 
Ⅰ．企業集団の現況に関する事項 
1. 事業の経過及びその成果 
当連結会計年度におけるわが国経済は、個人消費に持ち直しの動きが見られ、企業収益や雇
用・所得環境に改善が見られるなど、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。 
このような状況のなか、当社グループは海外事業の拡大、グループ会社間の事業連携強化に
取り組んでまいりました。 
当社の損益（個別業績）につきましては、国内市場の設備投資需要の増加と海外事業の拡大
の効果により、２期連続で過去最高の売上高を達成いたしました。一方、販売費及び一般管理
費が増加したことから、経常利益及び当期純利益は前期に対し減益となりました。 
企業集団の損益（連結業績）につきましては、包装機械事業が好調に推移したことにより売
上高は前期に対し増収となるとともに、前期に計上した株式取得にかかる費用がなくなったこ
とから、経常利益及び当期純利益は前期に対し増益となりました。 
以上の結果、当連結会計年度の売上高は7,098百万円（前期比6.7％増)、営業利益は372百

万円（前期比26.6％増)、経常利益は376百万円（前期比26.6％増)、親会社株主に帰属する当
期純利益は260百万円（前期比37.9％増）となりました。 
セグメント別の業績は次のとおりであります。 
〔包装機械事業〕 
給袋自動包装機の販売台数が増加したこと等に伴い、売上高は6,163百万円（前期比7.7％
増）となりましたが、売上総利益率の低下や新規開発機種に係るコスト増加の影響により、営
業利益は354百万円（前期比4.1％減）となりました。 
〔生産機械事業〕 
保守案件の実績が増加したこと等に伴い、売上高は936百万円（前期比1.0％増)、営業利益
は16百万円（前期は営業損失0百万円）となりました。 
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(セグメント別売上高) 
 

区   分 
第56期 第57期 

（当連結会計年度） 

（平成29年７月期） （平成30年７月期） 
金額 構成比 金額 構成比 

 百万円 ％ 百万円 ％ 

包 装 機 械 5,724 86.1 6,163 86.8 

生 産 機 械 927 13.9 936 13.2 
セグメント間取引消去 － － △2 － 
合   計 6,651 100.0 7,098 100.0 

 
2. 設備投資等の状況 
当連結会計年度において実施いたしました設備投資の総額は22百万円であります。そのう
ち主なものは、木型の取得であります。 
 
3. 資金調達の状況 
該当する事項はありません。 

 
4. 対処すべき課題 
当社グループが属する包装機械業界及び食品機械業界におきましては、国内市場では人手不
足等を背景とした自動化・省力化に向けた設備投資需要は堅調に推移しておりますが、需要業
界から多様かつ高度なニーズと短納期への対応がより強く求められております。また、海外市
場の重要性がさらに高まってきております。 
このような状況のもと、当社グループは現在推進中の第５次中期経営計画（平成30年７月
期～平成32年７月期）を『連結グループの基礎固めから成長基盤構築の時期』と位置づけ、
基本戦略を推進し、さらなる成長に向けて海外事業の拡大を目指してまいります。今後につき
ましては、グループ会社間の事業連携強化を重要課題として、取り組みを強化するとともに、
好調な需要への対応に向けて生産力の強化に取り組んでまいります。 
また、引き続き内部管理体制の充実化を図るとともに、コーポレート・ガバナンスの一層の
強化に取り組み、信頼され支援される企業の実現を目指してまいります。 
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以上に掲げた取り組みを通じて、一層の業績の向上と企業の健全性の維持・向上に努めてま
いります。 
株主の皆様におかれましては、今後とも、一層のご支援ご鞭撻を賜りますようよろしくお願
い申しあげます。 
 
5. 財産及び損益の状況 
（1）企業集団の財産及び損益の状況の推移 
 

区   分 
第54期 第55期 第56期 第57期 

(当連結会計年度) 

(平成27年7月期) (平成28年7月期) (平成29年7月期) (平成30年7月期) 

売 上 高 (百万円) － － 6,651 7,098 

経 常 利 益 (百万円) － － 297 376 

親会社株主に帰属する 
当 期 純 利 益 (百万円) － － 188 260 

１株当たり当期純利益 (円) － － 106.27 146.87 

総 資 産 (百万円) － － 6,884 8,197 

純 資 産 (百万円) － － 3,388 3,557 

1 株 当 た り 純 資 産 (円) － － 1,906.61 2,014.15 
 
（注）1. 当社では、第56期より連結計算書類を作成しておりますので、第55期以前の各数値は記載しており

ません。 
2. １株当たり当期純利益は、期中平均株式数を基に算定しております。 
3. 株主資本において自己株式として計上されている役員向け株式交付信託に残存する当社の株式は、１
株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式数から控除した自己株式数に含めており、１株当たり当
期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。 
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（2）当社の財産及び損益の状況の推移 
 

区   分 
第54期 第55期 第56期 第57期 

(当期) 

(平成27年7月期) (平成28年7月期) (平成29年7月期) (平成30年7月期) 

売 上 高 (百万円) 5,411 5,044 5,799 6,025 

経 常 利 益 (百万円) 319 332 396 336 

当 期 純 利 益 (百万円) 224 232 290 238 

１株当たり当期純利益 (円) 25.26 130.63 163.43 134.59 

総 資 産 (百万円) 5,107 5,824 6,337 6,883 

純 資 産 (百万円) 3,133 3,282 3,494 3,640 

1 株 当 た り 純 資 産 (円) 352.63 1,846.67 1,966.40 2,061.16 
 
（注）1. １株当たり当期純利益は、期中平均株式数を基に算定しております。 

2. 株主資本において自己株式として計上されている役員向け株式交付信託に残存する当社の株式は、１
株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式数から控除した自己株式数に含めており、１株当たり当
期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。 

3. 平成28年２月１日付で普通株式５株を１株に併合しております。第55期の期首に当該株式併合が行
われたと仮定し、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産を算定しております。 

4. 第54期は、汎用タイプの自動包装機の販売台数が大きく増加したことから、売上高は前期比11.6％
の増収となりました。経常利益は前期比36.3％、当期純利益は前期比40.1％、それぞれ増益となりま
した。 

5. 第55期は、大型包装システムの実績が減少したことから、売上高は前期比6.8％の減収となりました。
販売費及び一般管理費が減少したことから、経常利益は前期比3.9％、当期純利益は前期比3.4％、そ
れぞれ増益となりました。 

6. 第56期は、包装システムの販売実績が増加したことから、売上高は前期比15.0％の増収となりまし
た。経常利益は前期比19.2％、当期純利益は前期比25.1％、それぞれ増益となりました。 

7. 第57期は、給袋自動包装機の販売台数が増加したことから、売上高は前期比3.9％の増収となりまし
た。販売費及び一般管理費が増加したことから、経常利益は前期比15.1％、当期純利益は前期比
17.8％、それぞれ減益となりました。 
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6. 重要な子会社の状況 
（1）重要な子会社の状況 
 

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容 

オサ機械株式会社 18百万円 100％ 食品製菓機械の製造・販売 

蘇州日技通用包装机械有限公司 50百万円 100％ 包装機械の製造・販売 

 
（2）事業年度末日における特定完全子会社 
 

名 称 住 所 帳簿価額の合計額 当社の総資産額 

オサ機械株式会社 神奈川県横浜市緑区上山一丁目２番19号 2,275百万円 6,883百万円 

 
7. 主要な事業内容（平成30年７月31日現在） 
当社グループの主な事業は、自動包装機械の製造及び販売と食品製菓機械の製造及び販売で
あります。 
なお、各事業の主要品目は、次のとおりであります。 

 
セグメント区分 事業の主要品目 

包装機械 給袋自動包装機、製袋自動包装機、包装関連機器 

生産機械 チョコレート製造用機械装置、製菓機械、食品機械 

 
8. 主要な営業所及び工場（平成30年７月31日現在） 
（1）当社 

本    社 愛知県北名古屋市宇福寺神明65番地 
営業所・工場 

 
名  称 所 在 地 名  称 所 在 地 

東京営業部 東京都千代田区 本 社 工 場 愛知県北名古屋市 
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（2）子会社 
 

名  称 所 在 地 

オサ機械株式会社 神奈川県横浜市 

蘇州日技通用包装机械有限公司 中国江蘇省常熟市 

 
9. 使用人の状況（平成30年７月31日現在） 
（1）企業集団の使用人数 
 

使用人数 前連結会計年度末比増減 

175 名 11 名増 
 
（注）使用人数は、臨時雇用者（パートタイマー、嘱託及び派遣社員）を除いて算定しております。なお、当連

結会計年度の平均臨時雇用者数は32名であります。 
 
（2）当社の使用人数 
 

使用人数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

147 名 ８名増 37.0 歳 13.1 年 
 
（注）使用人数は、他社からの当社への出向者３名を含みますが、臨時雇用者（パートタイマー、嘱託及び派遣

社員）を除いて算定しております。なお、当期の平均臨時雇用者数は23名であります。 
 
10. 主要な借入先（平成30年７月31日現在） 
 

借 入 先 借 入 額 

株式会社りそな銀行 405 百万円 

株式会社三井住友銀行 326 百万円 
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Ⅱ．株式に関する事項（平成30年７月31日現在） 
1. 発行可能株式総数 5,600,000株 
2. 発行済株式の総数 1,798,800株（自己株式1,469株を含む） 
3. 株主数 463名
4. 単元株式数 100株
5. 大株主（上位10名） 
 

株    主    名 持 株 数 持 株 比 率 
 株 % 

株 式 会 社 ワ イ ・ イ ー ・ デ ー タ 270,000 15.02 

ゼ ネ ラ ル パ ッ カ ー 従 業 員 持 株 会 249,700 13.89 

M S I P  C L I E N T  S E C U R I T I E S 86,400 4.80 

ゼ ネ ラ ル パ ッ カ ー 取 引 先 持 株 会 81,200 4.51 

株 式 会 社 り そ な 銀 行 78,400 4.36 

高  野  季 久 美 77,800 4.32 

田  中  か ん な 77,800 4.32 

梅 森 輝 信 53,700 2.98 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 (信託口) 48,100 2.67 

原    典  子 47,488 2.64 
 
（注）1. 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。 

2. 自己株式には、役員向け株式交付信託の信託財産として三井信託銀行株式会社（再信託受託者：日本
トラスティ・サービス信託銀行株式会社）が保有する当社株式31,200株は含まれておりません。 

3. 株式会社ワイ・イー・データの持株は、平成30年８月１日付で、会社分割により株式会社FAMSへ承
継されています。 
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Ⅲ．会社の役員に関する事項 
1. 取締役に関する事項 
 
会社における地位 氏   名 担当及び重要な兼職の状況 

代表取締役社長 牧 野 研 二  

取 締 役 会 長 梅 森 輝 信  

取締役副社長 小 関 幸太郎 オサ機械株式会社 代表取締役 

常 務 取 締 役 鈴 木 完 繁 オサ機械株式会社 代表取締役社長 

取 締 役 尾 関 津 義 営業本部長兼システムソリューション部担当 
蘇州日技通用包装机械有限公司 董事長 

取 締 役 
(常勤監査等委員) 福 井 義 雄  

取 締 役 
(監査等委員) 村 橋 泰 志 

弁護士 
株式会社アオキスーパー 社外取締役 
ダイコク電機株式会社 社外監査役 
アイサンテクノロジー株式会社 社外監査役 

取 締 役 
(監査等委員) 浅 井 一 郎 あさひ経営 代表 

株式会社サカイホールディングス 社外監査役 
取 締 役 
(監査等委員) 井 𡈽 信 行 株式会社ワイ・イー・データ 代表取締役社長 

 （注）1. 取締役福井義雄氏、村橋泰志氏、浅井一郎氏、井𡈽信行氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締
役であります。 

2. 監査等委員福井義雄氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有す
るものであります。 

3. 監査等委員浅井一郎氏は、金融界及びシンクタンクでの豊富な経験・見識から、財務及び会計に関す
る相当程度の知見を有するものであります。 

4. 日常的に重要な社内会議に出席することで情報を収集し、会計監査人、内部監査部門等と緊密に連携
して、監査等委員会の監査・監督の実効性を高めるため、常勤の監査等委員を選定しております。 

5. 取締役福井義雄氏は、東京証券取引所及び名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、
両取引所に届け出ております。 

 
2. 責任限定契約の内容の概要 
当社と監査等委員である社外取締役の各氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法
第423条第１項に定める損害賠償責任を限定する契約を締結しております。 
当該契約に基づく賠償責任の限度額は、各氏とも法令が規定する額としております。 
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3. 取締役及び監査役の報酬等の額 
 

区 分 支給人員 報酬等の額 

取締役（監査等委員を除く） ５名 92,870千円 

取締役（監査等委員） 
（うち社外取締役） 

３名 
（３名）

7,470千円 
（7,470千円）

監査役 
（うち社外監査役） 

３名 
（３名）

1,950千円 
（1,950千円）

合 計 11名 102,290千円 
 

（注）1. 当社は平成29年10月25日に、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行（以下、本
件移行）しております。 

2. 監査役に対する報酬等の額は、本件移行前の期間に係るものであり、監査等委員である取締
役に対する報酬等の額は、本件移行後の期間に係るものであります。 

3. 上記の報酬等の額には、当事業年度に係る役員賞与引当金の繰入額18,500千円及び株式給付
引当金の繰入額6,150千円を含んでおります。 

4. 上記の取締役（監査等委員を除く）の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与を
含んでおりません。 

5. 上記の取締役（監査等委員を除く）及び取締役（監査等委員）の支給人員には、無報酬であ
る社外取締役１名は含んでおりません。 

 
4. 社外役員に関する事項 
（1）重要な兼職先である法人等と当社との関係 
① 取締役（監査等委員） 村橋泰志 
株式会社アオキスーパーの社外取締役及び、ダイコク電機株式会社、アイサンテクノロ
ジー株式会社、各社の社外監査役でありますが、いずれの会社も当社との間に重要な取引
その他の関係はありません。 
② 取締役（監査等委員） 浅井一郎 
代表を務めるあさひ経営と当社との間に重要な取引その他の関係はありません。また、
同氏は、株式会社サカイホールディングスの社外監査役でありますが、同社と当社との間
に重要な取引その他の関係はありません。 
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③ 取締役（監査等委員） 井𡈽信行 
株式会社ワイ・イー・データの代表取締役社長であります。株式会社ワイ・イー・デー
タは、当社株式の15.01％を保有しており、当社とは資本業務提携関係にあります。また、
同社と当社の間で商品取引等の関係があります。 
（注）株式会社ワイ・イー・データの保有全株式は、平成30年８月１日付で、会社分割により、株式会社

FAMSへ承継されています。また、資本業務提携及び商品取引等の関係も、株式会社FAMSへ承継
されています。 

 
（2）当事業年度における主な活動状況 
 

区 分 氏 名 主な活動状況 

社外取締役 
(常勤監査等委員) 福 井 義 雄 

当期開催の取締役会19回のうち19回に出席し、また監査等委員会設
置会社移行前の監査役会２回のうち２回並びに移行後の監査等委員会
11回のうち11回に出席し、主に税理士としての専門的見地からの発
言を行っております。 

社外取締役 
（監査等委員） 村 橋 泰 志 

当期開催の取締役会19回のうち16回に出席し、また監査等委員会設
置会社移行前の監査役会２回のうち２回並びに移行後の監査等委員会
11回のうち10回に出席し、主に弁護士としての専門的見地からの発
言を行っております。 

社外取締役 
（監査等委員） 浅 井 一 郎 

当期開催の取締役会19回のうち18回に出席し、また監査等委員会設
置会社移行前の監査役会２回のうち２回並びに移行後の監査等委員会
11回のうち11回に出席し、金融機関及びシンクタンクでの豊富な経
験・見識を生かして、幅広い見地からの発言を行っております。 

社外取締役 
（監査等委員） 井 𡈽 信 行 

当期開催の取締役会19回のうち18回に出席し、また監査等委員会設
置会社移行後の監査等委員会11回のうち11回に出席し、経営者とし
ての豊富な経験・見識を生かして、幅広い見地からの発言を行ってお
ります。 
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Ⅳ．会計監査人の状況 
1. 会計監査人の名称          有限責任監査法人トーマツ 
 
2. 報酬等の額 
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額      21百万円 
（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の

監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないことから、上記の金額はこれらの
合計額を記載しております。 

 
3. 会計監査人の報酬等に監査等委員会が同意した理由 
監査等委員会は、会計監査人の監査内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根
拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額に
ついて同意の判断をいたしました。 
 
4. 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 
監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら
れる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。また、監査等委
員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、会
計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とすることといたします。 
 

Ⅴ．会社の体制及び方針 
1. 業務の適正を確保するための体制 
当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」について、
取締役会において決議しております。その概要は以下のとおりであります。 
（1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
① コンプライアンス体制を確保し誠実かつ透明性の高い企業活動を遂行するため、当社の 
｢コンプライアンス憲章」を基盤として、この憲章の運用マニュアルを冊子にまとめ、
取締役及び使用人に周知徹底を図る。 

② 取締役会は、コンプライアンスの推進を徹底するために、毎年「コンプライアンス・プ
ログラム」を策定し、運用する体制を構築する。 

③ 監査等委員会及び内部監査室は連携して、コンプライアンス体制の調査、法令並びに定
款上の問題の有無を調査し、問題があると認めるときは、取締役会に対して改善策の策
定を求める。 

④ 取締役会は、定期的にコンプライアンス体制を見直し、問題点の把握と改善に努める。 
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⑤ 法令違反行為等に関する通報に対して適切な処理を行うため、｢内部通報規程」を整備
するとともに、直接情報提供を行う手段としてコンプライアンス・ホットラインを社内
に設置し運用する。 

⑥ 会計基準その他関連する諸法令を遵守するとともに、｢経理規程」及び関連規程等を整
備し、財務報告に係る内部統制の構築と有効性向上を図る。 

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
① 取締役の職務の執行に係る情報については、｢文書管理規程」を基本に、社内諸規程及
び各マニュアル等に従い適切に保存及び管理を行うとともに、必要に応じて運用状況の
検証及び規程等の見直しを実施する。 

② 取締役は、常時これらの文書等を閲覧できるものとする。 
③ 秘密情報の保護については、｢情報セキュリティ規程」を制定して適切な管理の体制及
び管理方法を定めるとともに、外部からの不正アクセス防止措置を講じる。 

④ 重要文書等については、セキュリティ管理されている保管庫内の耐火書庫に保存する。 
（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
① ｢危機管理規程」を基本に、社内諸規程及び各マニュアル等の整備・見直しを図り、適
切なリスク管理体制を整備し運用する。 

② 経営企画室において、経営活動に潜在するリスクを識別した「企業リスク分類表」を整
備し、リスクを網羅的・統括的に管理をするとともに、各組織の業務に付随するリスク
管理は当該組織が行う。 

③ 取締役会は、リスクが顕在化し、当社に重大な影響を及ぼすと予想される場合には、損
失の拡大を防止する体制を整える。 

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
① 取締役会で決定した中期経営計画及び年度計画に基づいて、目標達成のために活動し、
その達成状況について毎月管理を実施する。 

② ｢総合組織規程」にて定める業務分掌表・職務権限一覧表に基づき、職務執行を実施す
るとともに、必要に応じて運用状況の検証及び規程の見直しを実施する。 

③ 取締役会は毎月１回の定時取締役会の他、必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営の
意思決定の迅速化を図る。 

④ 取締役会以外に実務的な経営課題の協議の場として、中期経営計画推進会議及び予算実
績委員会を毎月開催し、適切な情報交換及び職務執行の効率化に努める。 

（5）当社並びに当社子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制 
① ｢関係会社管理規程」を制定し、子会社に対する管理方針、管理組織及び報告体制につ
いて定め、当社グループの円滑な業務運営のための適正な運用を図る。 

② コンプライアンス体制及びリスク管理体制については、当社が定める「コンプライアン
ス憲章」並びに「危機管理規程」に則り、グループ一体による整備を行うとともに、子
会社における損失発生の危険性についての報告体制を構築する。 
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③ 子会社の監査は、当社内部監査室が「内部監査規程」に基づき業務全般の監査を実施す
るとともに、内部統制が有効に運用されているかのモニタリングを行う。 

④ グループ中期経営計画及び年度計画を策定し、中期経営計画推進会議等により達成状況
を毎月管理するとともにグループ内の情報共有に努める。また、職務分掌及び職務権限
に関する規程を整備し、当社グループにおける業務執行が効率的に行われる体制を確保
する。 

（6）監査等委員会の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する体制及びその使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性に関する
事項並びにその使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 
監査等委員会は、内部監査室に監査業務に必要な事項を命令することができるものとし、
監査等委員会より監査業務に必要な命令を受けた場合はその命令に関し、取締役（監査等
委員である取締役を除く）の指揮命令を受けないものとする。 

（7）取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会への報告に
関する体制並びに報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けな
いことを確保するための体制 
① 取締役及び使用人は、監査等委員会に対して、法定の事項に加え、当社に重大な影響を
及ぼす事項、内部監査の実施状況、コンプライアンス・ホットラインによる通報状況及
びその内容を速やかに報告する体制を整備する。また、通報・報告をした取締役及び使
用人に対しては、当該通報・報告をしたことを理由として不利な取り扱いを行うことを
禁止し、これを取締役及び使用人に周知徹底する。 

② 監査等委員会が取締役会及び社内重要会議に出席し、経営上の重要情報について適時報
告を受けられる体制とするとともに、重要な議事録及び重要書類については、監査等委
員会に回覧するものとする。また、監査等委員会が必要と判断したときは、いつでも取
締役及び使用人に対して報告を求めることができるものとする。 

（8）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
① 取締役（監査等委員である取締役を除く）は、法令・定款、並びに当社の「監査等委員
会規程」に定める監査等委員である取締役の職責と権限をよく理解し、同時に監査等委
員会による監査の重要性を十分認識したうえで監査等委員会による監査が有効に行われ
るための環境整備を行う。 

② 代表取締役社長、監査等委員でない各取締役、監査法人並びに内部監査室ほかとは、監
査等委員会が必要に応じて意見交換及び情報交換等の緊密な連携が図れる体制を整備す
る。 

③ 監査等委員会は必要に応じ、内部監査室、管理部ほか、社内の各部署に対し、監査に必
要な資料の閲覧・提出、質問への回答等、監査への協力を求めることができるものとし、
同時に、協力を求められた部署は必ずこれに応じることとする。 
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④ 内部監査室は、各事業年度の監査方針・監査計画について監査等委員会と協議をすると
ともに、内部監査結果を監査等委員会に報告し、監査の参考に資するものとする。 

⑤ 監査等委員会が、その職務を執行する上で必要な費用を請求したときは、これを速やか
に支払うものとする。 

 
2. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 
当社は、平成29年10月25日付で監査等委員会設置会社に移行し、取締役会の監視・監督機
能の強化、権限の委譲による迅速な意思決定並びに経営の効率性など、コーポレート・ガバナ
ンス体制の強化を図っております。 
当社は、業務の適正を確保するための体制の運用状況を定期的に取締役会に報告し、必要に
応じて見直しを行っております。 
当事業年度においては、コンプライアンス意識の一層の向上のため、｢コンプライアンス・
プログラム」を策定し、社内啓発及び社員教育を実施するとともに、リスク管理を徹底するた
め、｢企業リスク分類表」にて定期的にリスク評価とリスク対応状況の判定を実施いたしまし
た。 
また、当社並びに当社子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するため、グルー
プ会社の業務執行状況について、取締役会へ毎月報告を実施するとともに、当社内部監査室が
グループ子会社の業務全般の監査を実施しております。 
 
3. 剰余金の配当等の決定に関する方針 
当社の利益配分は、長期的安定と成長を維持するという観点から、企業価値を増大させる再
投資のための内部留保と、株主への積極的な利益還元を図ることを基本方針としております。 
配当政策につきましては、連結配当性向30％または連結純資産配当率（DOE）２％を目安
に、安定配当を堅持しつつ、業績動向を見ながら配当金の増加を目指していく方針であります。 
一方、内部留保資金につきましては、企業体質の強化や競争力強化のための人材投資、研究
開発投資など将来の発展・成長のために活用していくとともに、安定配当を維持する資金とし
ても有効に活用してまいります。 
当社では、中間配当金と期末配当金の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としてお
り、会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うこ
とができる旨を定款に定めております。 
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連 結 貸 借 対 照 表 
 （平成30年７月31日現在） （単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額  
資 産 の 部 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 

電 子 記 録 債 権 

仕 掛 品 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 

繰 延 税 金 資 産 

未 収 入 金 

そ の 他 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物 

土 地 

そ の 他 

無 形 固 定 資 産 

の れ ん 

商 標 権 

技 術 資 産 

そ の 他 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

そ の 他 

 
 

5,607,270 

1,525,475 

1,407,566 

188,445 

1,760,678 

376,961 

49,101 

206,044 

92,996 

2,590,122 

1,078,264 

411,351 

646,125 

20,788 

1,388,763 

659,928 

91,396 

594,789 

42,648 

123,093 

66,756 

56,336 

 
負 債 の 部 
流 動 負 債 

支払手形及び買掛金 
電 子 記 録 債 務 
1 年内返済予定の長期借入金 
未 払 法 人 税 等 
前 受 金 
役 員 賞 与 引 当 金 
製 品 保 証 引 当 金 
そ の 他 

固 定 負 債 
長 期 借 入 金 
繰 延 税 金 負 債 
株 式 給 付 引 当 金 
退職給付に係る負債 
そ の 他 

 
 

3,573,056 
1,764,073 
173,861 
111,996 
99,091 
840,182 
18,500 
29,674 
535,675 
1,067,078 
634,678 
311,570 
8,550 
37,779 
74,500 

負 債 合 計 4,640,135  
純 資 産 の 部 
株 主 資 本 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
自 己 株 式 

その他の包括利益累計額 
その他有価証券評価差額金 
為 替 換 算 調 整 勘 定 

 
 

3,538,769 
251,577 
306,392 
3,048,007 
△67,206 
18,488 
20,211 
△1,723 

純 資 産 合 計 3,557,257 
資 産 合 計 8,197,392 負 債 純 資 産 合 計 8,197,392 

 
（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡） 
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連 結 損 益 計 算 書 
 （平成29年８月１日から 

平成30年７月31日まで ） （単位：千円） 
科         目 金         額 

売 上 高  7,098,094 
売 上 原 価  5,290,435 

売 上 総 利 益  1,807,659 
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  1,435,535 

営 業 利 益  372,123 
営 業 外 収 益   
受 取 利 息 289  
受 取 配 当 金 1,846  
仕 入 割 引 2,790  
そ の 他 5,324 10,250 

営 業 外 費 用   
支 払 利 息 5,815 5,815 
経 常 利 益  376,557 

特 別 損 失   
固 定 資 産 除 却 損 63 63 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  376,494 
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 139,062  
法 人 税 等 調 整 額 △23,024 116,038 
当 期 純 利 益  260,456 
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益  260,456 

 
（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡） 
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－ 19 － 

連結株主資本等変動計算書 
 （平成29年８月１日から 

平成30年７月31日まで ） （単位：千円） 

 

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平 成 2 9 年 ８月１日残高 251,577 282,269 2,858,644 △20,134 3,372,355 

連結会計年度中の変動額      

剰 余 金 の 配 当   △71,093  △71,093 
親会社株主に帰属する 
当 期 純 利 益   260,456  260,456 

自 己 株 式 の 取 得    △65,828 △65,828 

自 己 株 式 の 処 分  24,123  18,756 42,880 
株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動額(純額)      

連結会計年度中の変動額合計 － 24,123 189,363 △47,071 166,414 

平成3 0年７月3 1日残高 251,577 306,392 3,048,007 △67,206 3,538,769 

 

 

その他の包括利益累計額 

純資産合計 その他有価証券 
評 価 差 額 金 為替換算調整勘定 その他の包括利益 累 計 額 合 計 

平 成 2 9 年 ８月１日残高 18,115 △1,786 16,329 3,388,684 

連結会計年度中の変動額     

剰 余 金 の 配 当    △71,093 
親会社株主に帰属する 
当 期 純 利 益    260,456 

自 己 株 式 の 取 得    △65,828 

自 己 株 式 の 処 分    42,880 
株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動額(純額) 2,096 62 2,159 2,159 

連結会計年度中の変動額合計 2,096 62 2,159 168,573 

平成3 0年７月3 1日残高 20,211 △1,723 18,488 3,557,257 
 
（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡） 
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貸 借 対 照 表 
 （平成30年７月31日現在） （単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額  
資 産 の 部 
流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
電 子 記 録 債 権 
売 掛 金 
仕 掛 品 
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 
前 渡 金 
前 払 費 用 
繰 延 税 金 資 産 
未 収 入 金 
そ の 他 

固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 
建 物 
構 築 物 
機 械 及 び 装 置 
車 両 運 搬 具 
工具、器具及び備品 
土 地 
建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 
ソ フ ト ウ エ ア 
そ の 他 

投 資 そ の 他 の 資 産 
投 資 有 価 証 券 
関 係 会 社 株 式 
出 資 金 
関 係 会 社 出 資 金 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 

 
 

3,701,370 
517,811 
117,079 
188,445 
995,546 
1,194,930 
365,300 
69,599 
14,869 
41,616 
193,779 
2,391 

3,182,548 
706,746 
380,799 
9,786 
2,452 
1,748 
8,913 

298,125 
4,920 
41,090 
39,539 
1,550 

2,434,711 
53,462 

2,275,948 
10 

50,000 
30,343 
24,946 

 
負 債 の 部 
流 動 負 債 

支 払 手 形 
電 子 記 録 債 務 
買 掛 金 
1 年内返済予定の長期借入金 
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
前 受 金 
預 り 金 
従 業 員 預 り 金 
役 員 賞 与 引 当 金 
製 品 保 証 引 当 金 
そ の 他 

固 定 負 債 
長 期 借 入 金 
株 式 給 付 引 当 金 
退 職 給 付 引 当 金 
そ の 他 

 
 

2,506,140 
41,931 
155,775 
1,239,214 
99,996 
72,418 
102,202 
69,112 
340,987 
32,066 
297,367 
18,500 
25,667 
10,900 
737,507 
616,678 
8,550 
37,779 
74,500 

負 債 合 計 3,243,648  
純 資 産 の 部 
株 主 資 本 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
資 本 準 備 金 
そ の 他 資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 
利 益 準 備 金 
そ の 他 利 益 剰 余 金 
別 途 積 立 金 
繰 越 利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 
評 価 ・ 換 算 差 額 等 
その他有価証券評価差額金 

 
 

3,622,116 
251,577 
306,392 
282,269 
24,123 

3,131,353 
11,000 

3,120,353 
2,000,000 
1,120,353 
△67,206 
18,154 
18,154 

純 資 産 合 計 3,640,271 
資 産 合 計 6,883,919 負 債 純 資 産 合 計 6,883,919 

 
（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡） 
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損 益 計 算 書 
 （平成29年８月１日から 

平成30年７月31日まで ） （単位：千円） 
科         目 金         額 

売 上 高  6,025,681 
売 上 原 価  4,485,731 

売 上 総 利 益  1,539,950 
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  1,205,535 

営 業 利 益  334,414 
営 業 外 収 益   
受 取 利 息 29  
受 取 配 当 金 1,619  
仕 入 割 引 2,790  
そ の 他 3,956 8,395 

営 業 外 費 用   
支 払 利 息 5,549  
そ の 他 956 6,506 
経 常 利 益  336,303 

特 別 損 失   
固 定 資 産 除 却 損 63 63 

税 引 前 当 期 純 利 益  336,239 
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 108,527  
法 人 税 等 調 整 額 △10,972 97,554 
当 期 純 利 益  238,685 

 
（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡） 
  



 
03_0328701103010.docx 
 9/8/2018 9:43:00 AM印刷 3/3 

－ 22 － 

株主資本等変動計算書 
 （平成29年８月１日から 

平成30年７月31日まで ） （単位：千円） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 そ の 他 資本剰余金 
資本剰余金 
合   計 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 
合   計 別途積立金 繰越利益 剰 余 金 

平 成 2 9 年 ８月１日残高 251,577 282,269 － 282,269 11,000 2,000,000 952,761 2,963,761 

事 業 年 度 中 の 変 動 額         

剰 余 金 の 配 当       △71,093 △71,093 

当 期 純 利 益       238,685 238,685 

自 己 株 式 の 取 得         

自 己 株 式 の 処 分   24,123 24,123     

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額)         

事業年度中の変動額合計 － － 24,123 24,123 － － 167,592 167,592 

平成3 0年７月3 1日残高 251,577 282,269 24,123 306,392 11,000 2,000,000 1,120,353 3,131,353 

 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計 その他有価証券 

評 価 差 額 金 
評価・換算 
差額等合計 

平 成 2 9 年 ８月１日残高 △20,134 3,477,472 17,463 17,463 3,494,936 

事 業 年 度 中 の 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当  △71,093   △71,093 

当 期 純 利 益  238,685   238,685 

自 己 株 式 の 取 得 △65,828 △65,828   △65,828 

自 己 株 式 の 処 分 18,756 42,880   42,880 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額)   690 690 690 

事業年度中の変動額合計 △47,071 144,643 690 690 145,334 

平成3 0年７月3 1日残高 △67,206 3,622,116 18,154 18,154 3,640,271 
 
（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡） 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本  

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 
 平成30年９月10日 
ゼネラルパッカー株式会社   取締役会 御中  有限責任監査法人 トーマツ  指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員  公認会計士  髙 橋 正 伸 ㊞  
指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員  公認会計士  山 田 知 輝 ㊞  

 
 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ゼネラルパッカー株式会社の平成29年８月１日
から平成30年７月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかについ
て合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会
計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の
表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、ゼネラルパッカー株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 

以 上 
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会計監査人の監査報告書 謄本  

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 
 平成30年９月10日 
ゼネラルパッカー株式会社   取締役会 御中  有限責任監査法人 トーマツ  指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員  公認会計士  髙 橋 正 伸 ㊞  
指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員  公認会計士  山 田 知 輝 ㊞  

 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ゼネラルパッカー株式会社の平成29年８
月１日から平成30年７月31日までの第57期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及び
その附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明
細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚
偽の表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実
施することを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性につ
いて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見
積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 

以 上 
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－ 25 － 

監査等委員会の監査報告書 謄本 
  

監 査 報 告 書 
 
 当監査等委員会は、平成29年８月１日から平成30年７月31日までの第57期事業年度における取締役の職務の執行について監
査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。 
 
1. 監査の方法及びその内容 

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基
づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報
告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。 
① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査室と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び
使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、主要な部門
において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の
交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。 
② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制｣（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準｣（平成17年10月28
日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。 
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書、個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 

 
2. 監査の結果 
（1）事業報告等の監査結果 
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。 
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。 
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告
の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。 

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果 
 会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

（3）連結計算書類の監査結果 
 会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 
    平成30年９月14日 

ゼネラルパッカー株式会社 監査等委員会  
常勤監査等委員 福 井 義 雄 ㊞ 
監査等委員 村 橋 泰 志 ㊞ 
監査等委員 浅 井 一 郎 ㊞ 
監査等委員 井 𡈽 信 行 ㊞  

（注）監査等委員福井義雄、村橋泰志、浅井一郎並びに井𡈽信行は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取
締役であります。 

 以 上 
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株主総会参考書類 
 

議案及び参考事項 
第１号議案 剰余金の処分の件 
剰余金の処分につきましては、安定的な配当の継続を基本に業績及び財務体質の強化などを
総合的に勘案しながら成果の配分を実施いたしたいと存じます。 
当期の期末配当金につきましては、次のとおりとさせていただきたいと存じます。 

 
期末配当に関する事項 
（1）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額 

当社普通株式１株につき金24円   総額 43,135,944円 
なお、中間配当金として20円をお支払いしておりますので、当期の年間配当金は１
株あたり44円となります。 

（2）剰余金の配当が効力を生じる日 
平成30年10月26日 
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く｡）５名選任の件 
取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ｡）全員（５名）は、
本株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役５名の選任をお願いするもので
あります。 
なお、監査等委員会は、各候補者に関して、当事業年度における業務執行状況及び業績等を
評価したうえで、当社の取締役として適任であると判断しております。 
取締役の候補者は次のとおりであります。   

候補者 
番 号 

氏   名 
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る 

当社の株式数 

１ 
まき の けん じ 

牧 野 研 二 
 

(昭和36年５月11日) 

昭和60年３月 当社入社 
平成19年３月 当社開発部長 
平成23年10月 当社取締役開発部長 
平成24年10月 当社取締役開発部長兼技術部担当 
平成28年９月 当社取締役開発部兼技術部兼生産部担当 
平成29年10月 当社代表取締役社長（現任） 

13,600株 

２ 
うめ もり てる のぶ 

梅 森 輝 信 
 

(昭和26年５月18日) 

昭和50年５月 当社入社 
平成11年３月 当社技術部部長 
平成12年８月 当社営業部営業統括部長 
平成15年10月 当社取締役営業部長 
平成16年９月 当社取締役営業本部長兼システム営業部長 
平成17年10月 当社代表取締役社長兼営業本部長 
平成20年10月 当社代表取締役社長 
平成29年10月 当社取締役会長（現任） 

53,700株 

３ 
お ぜき こう た ろう 

小 関 幸太郎 
 

(昭和31年４月23日) 

昭和54年４月 ㈱協和銀行（現：㈱りそな銀行）入行 
平成16年４月 ㈱りそな銀行名古屋支店営業第二部長 
平成17年７月 同行より当社に出向 
平成17年８月 当社営業本部営業管理部長 
平成19年10月 当社取締役管理部長 
平成23年10月 当社常務取締役管理部長 
平成24年10月 当社常務取締役管理部兼資材部担当 
平成27年10月 当社専務取締役管理部兼資材部担当 
平成29年10月 当社取締役副社長（現任） 
（重要な兼職の状況） 
オサ機械株式会社代表取締役 

14,100株 
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候補者 
番 号 

氏   名 
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る 

当社の株式数 

４ 
すず き かん しげ 

鈴 木 完 繁 
 

(昭和30年12月26日) 

昭和49年３月 当社入社 
平成６年３月 当社東京営業所長 
平成16年９月 当社営業本部東京営業部長 
平成17年10月 当社営業本部副本部長兼東京営業部長 
平成18年10月 当社取締役営業本部副本部長兼東京営業部長 
平成20年10月 当社取締役営業本部長兼東京営業部長 
平成23年10月 当社取締役営業本部長 
平成27年10月 当社常務取締役生産部担当 
平成28年９月 当社常務取締役（現任） 
（重要な兼職の状況） 
オサ機械株式会社代表取締役社長 

25,700株 

５ 
お ぜき つ よし 

尾 関 津 義 
 

(昭和31年５月12日) 

昭和50年３月 当社入社 
平成16年３月 当社本社営業部長 
平成22年８月 当社執行役員本社営業部長 
平成23年10月 当社執行役員営業副本部長 
 兼本社営業部長 
平成26年８月 当社執行役員営業副本部長 
 兼システムソリューション部長 
平成26年10月 当社取締役営業副本部長 
 兼システムソリューション部長 
平成27年10月 当社取締役営業本部長 
 兼システムソリューション部担当（現任） 
（重要な兼職の状況） 
蘇州日技通用包装机械有限公司 董事長 

20,800株 

 
（注）候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 
 



 
05_0328701103010.docx 
 9/14/2018 10:03:00 AM印刷 4/6 

－ 29 － 

第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件 
本総会終結の時をもって、監査等委員である取締役井𡈽信行氏が辞任されますので、新たに
監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。 
なお、候補者は井𡈽信行氏の補欠として選任されることとなりますので、その任期は当社定
款の定めにより、退任された監査等委員である取締役の任期の満了すべき時までとなります。 
また、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。 
監査等委員である取締役の候補者は次のとおりであります。   
氏   名 
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る 

当社の株式数 

ふく だ てつ や 

福 田 哲 哉 
 

(昭和30年10月25日) 

昭和49年３月 ㈱安川電機製作所（現㈱安川電機）入社 
平成27年３月 同社常務理事マーケティング本部新規市場開発部長 
平成30年３月 ㈱ワイ・イー・データ取締役メカトロソリューション

事業部長 
平成30年８月 ㈱FAMS代表取締役社長（現任） 

― 

 
（注）1. 監査等委員である取締役の候補者 福田哲哉氏は、株式会社FAMSの代表取締役社長を務められてお

り、当社は、同社と商品取引等の関係があります。 
2. 監査等委員である取締役の候補者 福田哲哉氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。 
3. 福田哲哉氏は、監査等委員である社外取締役候補者であります。 
4. 福田哲哉氏につきましては、当社株式を15.01％保有する株式会社FAMSの代表取締役社長を務めら
れており、経営者として豊富な経験と幅広い見識をもとに、当社の経営全般に助言を頂戴することに
よりコーポレート・ガバナンス強化に寄与できるものと判断し、監査等委員である社外取締役候補者
としました。 

5. 当社は取締役（業務執行取締役等であるものを除く｡）との間で会社法第423条第１項の賠償責任額
を限定する契約を締結できる旨定款に規定しており、当該契約に基づく賠償責任額は、法令の定める
最低限度額を限度としています。本議案が原案どおり承認可決された場合、当社は福田哲哉氏との間
で同様の契約を締結する予定であります。 
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第４号議案 会計監査人選任の件 
当社の会計監査人である有限責任監査法人トーマツは、本総会終結の時をもって任期満了に
より退任されますので、監査等委員会の決定に基づき、新たに仰星監査法人を会計監査人に選
任することにつき、ご承認をお願いするものであります。 
なお、監査等委員会が有限責任監査法人トーマツに代えて、仰星監査法人を会計監査人の候
補者とした理由は、同監査法人の規模、独立性、専門性及び内部管理体制などを総合的に勘案
した結果、適任であると判断したためであります。 
会計監査人の候補者は次のとおりであります。 

平成30年３月31日現在 

名   称 仰星監査法人 

事 務 所 

＜主たる事務所＞ 
東京都千代田区九段南三丁目３番６号 麹町ビル２階 

＜従たる事務所＞ 
大阪府大阪市中央区安土町二丁目３番13号 大阪国際ビルディング 
愛知県名古屋市中村区名駅四丁目４番10号 名古屋クロスコートタワー 
石川県金沢市兼六元町11番25号 

沿 革 

平成２年９月 北斗監査法人 設立 
平成11年10月 東京赤坂監査法人と合併、東京北斗監査法人に名称変更 
平成18年10月 監査法人芹沢会計事務所と合併、仰星監査法人に名称変更 
平成23年７月 明澄監査法人と合併 
平成26年７月 明和監査法人と合併 

現在に至る 

概 要 

 ＜出資金＞ 142,000千円  
＜構成人員＞ 社員（公認会計士） 41名（うち代表社員20名） 
 職員（公認会計士） 144名 
 （試験合格者） 47名 
 （その他） 33名 
 計 265名 

国 際 業 務 Nexia International（ネクシア・インターナショナル）に加盟 

関 与 会 社 319社 
 

以 上 
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＜メモ欄＞ 
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［株主総会会場のご案内］ 
 

○会 場：愛知県北名古屋市宇福寺神明105番地 
当本社南館３階会議室 

○交 通：・名鉄西春駅より車（タクシー）で約10分 
(なお、当日会場までの交通機関として、名鉄西春駅西口に 
午前９時30分発の専用マイクロバスを用意しております｡) 
・名神高速道路一宮インターより車で約５分 

 
［会場付近略図］ 

 

 

 


